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報告書について

陸上・大気・河川・排水路などで見られる化学
物質汚染は、過去数十年で悪化の一途を辿って
いる。これまでも度々対策が講じられてきたが、
その深刻さが明らかとなったのはつい最近のこ
とだ。栄養素・重金属・残留性有機汚染物質

［Persistent Organic Pollutants ＝ POPs］・
排水などに含まれる化学物質は、様々な形で環
境へ流出し、土壌・帯水層・食物連鎖、あるい
は南極・高地・低地をはじめとする極地帯など、
地球上のありとあらゆる場所で検出されている。
近年は自然環境・人体への害を示す多くのエビ
デンスが明らかとなっており、この問題が気候
変動・生物多様性の損失と並ぶ（あるいは両者
との相互作用により）深刻な脅威になるという
認識が広まりつつあるのだ。

化学汚染の構造的問題が取り上げられる際
には、人の生活と密接に関わる陸上環境に焦点
が当たることが多い。海洋環境における化学
汚染の規模や潜在的影響 –– またその喫緊性 ––
も同様に深刻だが、未だ十分に認識されていな
いのが現状だ。同報告書は、海洋化学汚染に対
する認知度を高め、海洋環境における化学物
質汚染の防止・緩和・減少に向けた取り組みを
促進すべく作成された。主な目的は、海洋環境
の “汚染ゼロ” 実現というよりも、（『Back to 
Blue』の掲げる理念に沿って）現実的かつ踏み
込んだ目標・方策を提示することにある。

『Back to Blue』発足の契機となったエコノ
ミスト・インパクトのグローバル・アンケー
ト調査（2021 年実施）では、海洋環境問題の
二大関心事にプラスチック汚染と化学物質汚
染が挙げられた（３番目に回答が多かったのは
気候変動）。報告書『海に忍び寄る新たな危機 
ー 有害化学物質による海洋汚染と克服に向けた
ビジョン・方策』が明らかにする通り、これら
三つの問題は、複雑に、深く絡み合っている。

地表面積の 70％、居住可能空間の 99％を
占める 1 海洋環境は、あらゆる生命体にとって
極めて重要な存在だ。しかし化学物質汚染の
規模や、海洋環境（海洋生物・生物多様性・生
態系機能など）への影響については、十分な
科学的検証が行われていない。同報告書では、
現時点で明らかな影響、そしてさらなる研究が
急務となる領域を明らかにしてゆく。

この問題への対応が急務である大きな理由は、
一刻も早く行動を起こさなければ、極めて大き
な脅威となることだ。そのため同報告書では、
汚染軽減に向けた具体的な方策を、ステークホ
ルダーごとに提起している。こうした取り組み
はあくまでも出発点に過ぎない。同報告書の
発表後、『Back to Blue』は問題克服に向けた
ロードマップを打ち出すことを次の目標として
いる。
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海洋環境の重要性
同報告書の対象となるのは、深海・沿岸・湾岸・
河口部など、水圏の中でも海水の存在する “海
水域” で、サンゴ礁・藻場・マングローブ林・
干潟・堆積層・水柱といった多様な生態系が見
られる場所だ。河川・水路・地下水を含む淡水
域も、海・沿岸地域への汚染経路として取り
上げるが、基本的には調査の対象外であること
に留意いただきたい。

海水域は地球上の生命体にとって不可欠な
存在だが、その重要性は著しく過小評価され
ている。数十億単位の人々に食料源を供給する
だけでなく、大気中の酸素の半分以上を生成し、
炭素吸収源として地球温暖化のブレーキ役も
担う。また漁業・海運・観光・娯楽・資源開発
など、経済的にも重要な役割を果たしている。
化学汚染によって、数十兆ドル規模の市場が失
われる可能性を考えても、極めて深刻な事態と
言わざるを得ない。

これまで人類は、有害物質・廃棄物を無尽蔵
に吸収・分解可能な存在として海を扱ってきた。
しかしこうした考え方は誤りだ。研究は途上に
あるが、化学物質が海洋環境にもたらす害につ
いては既に明らかな点も多い。ホッキョクグマ・
プランクトン・海中植物・タツノオトシゴなど
の海洋生物相からより広範な生態系まで、深刻
な影響を及ぼしていることは動かざる事実だ。
また化学物質の生産拡大に伴い、汚染が悪化し
つつあることにも異論の余地はない。問題克服
に向けた早急な取り組みが求められているのは
そのためだ。

人類の活動が気候変動の大きな原因である
ことは、これまでの科学研究からも明らかだが、
海洋化学汚染も同様に人為的問題であり、これ
ら二つの問題には密接な相関関係がある。化学
物質が気候変動のもたらす負の影響を増幅する
一方、気候変動（海水温上昇・大気中の CO2
濃度上昇に伴う海水の酸性化・塩分濃度上昇
など）も化学物質の有害性を悪化させることが
知られている。こうした負の循環に歯止めをか
けるためには、二つの問題へ同時に対処する
必要があるのだ。

海洋環境の生物多様性（つまり “多様な生
態系とそれによって生じる自然界の摂理” 2）
は、気候変動や汚染、水産資源の乱獲などに
よって急速に損なわれつつある。この問題を
放置すれば、海洋生態系の破壊はさらに深刻化
するだろう。生物種の減少は、陸上・海洋環境
に共通する問題だ。しかし後者には未知の部分
も多く、被害の実態把握が難しいという点で
大きく異なる 3。

生物多様性、そしてそれを支える複雑な生物
の相互作用に及ぶ害は、海洋生態系の機能・回
復力にも影響を与えている。同分野の研究は依
然として黎明期にあり、海水温度の上昇や酸性
化、化学物質汚染、海洋産物の乱獲などを含む
産業開発がもたらす悪影響も十分に解明されて
いないのが実状だ。しかし海洋環境における
化学物質汚染の悪化が、人類の生活、そして気
候・炭素の循環など地球上の生態系機能の損失

（あるいは破壊）につながることは間違いない。

海洋環境と化学物質汚染
海洋環境汚染に対する関心は近年高まっている
が、その焦点となっているのはプラスチック
汚染の問題だ。今回取材を行った専門家の多
くが指摘する通り、この問題は目に見えやすく、
感情に響きやすい。鼻にストローが刺さった
ウミガメや、死んだクジラ・海鳥の胃から取り

“この問題への対応が急務である大きな理由は、
一刻も早く行動を起こさなければ、極めて大きな
脅威となることだ ”
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出される大量のプラスチックごみの映像が強い
印象を与えることを考えれば、注目が集まるの
は当然と言える。

化学物質汚染とも深く関わるプラスチック
汚染は、複雑かつ重大な脅威だ。しかし次のよ
うな理由から、化学物質汚染はそれ以上に深刻
な問題と言える：

 ○ 化学物質汚染は物理的に目に見えづらい
ため、（ウミガメの映像のような）視覚的
イメージを認知度向上に活用することが難
しい。こうした特徴が、汚染の実態解明と
危機意識の醸成を妨げている。

 ○ 合成化学物質の生産・開発は急速に拡大
しており、今後数年から数十年間でさらに
加速する可能性が高い。その重要な背景と
なっているのは、環境配慮や持続可能性
のある社会への移行、つまり “グリーン・
ト ラ ン ジ シ ョ ン ”［green transition］ の
推進だ。

 ○ 化学物質の生産拠点は、規制・施行体制が
発展途上にある中・低所得国へとシフトし
つつある。対策が一定の効果を上げている
高所得国も、開発・イノベーションの加速
とそれに伴う汚染リスクに直面し、さら
なる対応を迫られている。

 ○ 多くの科学者は、汚染の影響評価に向けた
さらなる研究の必要性を訴えている。数万
種に上る化学物質の多くで、人体・環境へ
の影響がほとんど解明されていない現状を
考えれば、科学者の懸念は驚きに値しない。

 ○ 海洋化学汚染は先進国にとっても脅威だが、
その影響は発展途上国で特に顕著になり
つつある。こうした国々は化学物質の主要
消費地ではなく、市民・生態系に対する
影響が注目されにくい。

同報告書が明らかにする通り、この問題に
対する危機意識は依然として低い。世界は今、
事態の打開に向けた早急な取り組みを求められ
ているのだ。

主要な化学物質と汚染源

最近発表された研究によると、世界には少な
くとも 35 万種の合成化学物質が存在し、毎年
数千種が新たに開発されている。そしてその
多くについては、人体・環境への影響がほと
んど解明されていない 4。毒性の高さから使用
が禁止された場合も、代替品から有害物質
が 検 出 さ れ る（“ 残 念 な 代 替 ”［regrettable 
substitution］と呼ばれる）ことも少なくない。

使用禁止・制限・代替措置の対象となっ
た 化 学 物 質 は、 過 去 数 年 で 数 百 種 に 上 る。
特に有害性が高いのは、残留性有機汚染物質

［Persistent Organic Pollutants ＝ POPs］ と
呼ばれる物質で、長距離を移動し環境・生物相
に深刻な脅威をもたらす恐れがある。これまで
に数百種の化学物質が POPs に認定されている
が、一部の研究者は対象とすべき化学物質が
さらに数千種あると考えている。

世界には膨大な数の化学物質が存在しており、
同報告書の中で有害性の高いものを全て網羅
することは難しい。今回組織された専門家パネ
ルの助言により、危険性が危惧される化学物質
は、以下三つへの影響・関与の高さを軸に分類
されている：

 ○ 自然環境（特に海洋環境）

 ○ 人体の健康

 ○ 経済（経済的影響の数値化は、『Back to 
Blue』イニシアティブが掲げる長期的目標
の一つ）
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有害性が特に高い POPs は、主要汚染源の一
つであり、同報告書でも大きく取り上げている。
他にも重金属・栄養素・農薬・プラスチック・
医薬品・放射性物質・石油製品・家庭用化学製品、
そして擬似残留性化学物質［pseudo-persistent 
chemicals］なども深刻な汚染源だ。しかしこ
れら化学物質の大半は、現在のところ使用禁止・
制限の対象となっていない。

同報告書では現時点の影響評価を元に対象
を選別しているが、有害化学物質の数は今後
さらに増えるはずだ。また今後の研究によって、
海洋化学汚染の影響がより広範かつ深刻である
ことが判明する可能性もある。

海洋環境における化学物質汚染の現状を評価
するためには、特に二つの観点から分析を行う
必要がある：

 ○ 有害化学物質は海洋環境にどのような影響
を及ぼしているのか ?

 ○ どのような経路をたどって海洋環境へ流出
しているのか ?

一つ目について正確な答えを導き出すため
には、さらなる研究が必要だ。個々の化学物質、
あるいは化学物質の混合物がもたらす自然環
境への影響については、特にそうだと言える。
二つ目の点を明らかにするためには、まず化学
物質のバリューチェーンに関わる様々なステー
クホルダーを特定しなければならない。例え
ば、化学セクター（これまで汚染コストの多く
を外部化してきた）や、その顧客となる企業（工
業製品の 95％以上が化学物質を使用）、投資家、
規制当局・政府関係者（浚渫・防衛など汚染源
となる公共事業者も含む）、廃品・リサイクル
業者、市民社会などはそれにあたるだろう。

消費者もステークホルダーとして重要な存在
だ。海洋汚染の原因となる化学物質には、殺虫

剤・肥料・プラスチックといった消費者向け
製品（“新たに懸念される化学物質”［chemicals 
of emerging concern］と呼ばれることもある）
も含まれているからだ。また過去数十年を通
じた沿岸部都市の増加・拡張、世界的な人口・
所得増加などを背景に、医薬品・パーソナル
ケア製品による汚染も急速に悪化している。

こうした現状を踏まえ、同報告書では原料と
なる原油や鉱物、金属の採掘・処理など、製造
前の段階も視野に入れながら、化学製品のバ
リューチェーンに関する分析を行っている。例
えば、原料採掘と製造の両方を手がける大手
石 油・ ガ ス 会 社（ 例：Exxon Mobil・Shell・
BP）は、大きな責任を担うべき存在だ。また
化学セクターによる説明責任の問題も、重要な
テーマとなるだろう。長期的成長が見込まれ
る同業界は、海洋汚染に深く関与しながらも、
厳格な規制の対象となっていない。

都市ごみや電子廃棄物、未処理排水など、
製品ライフサイクルの出口にあたる処分・廃棄

［end of life］段階も海洋汚染の大きな原因と
なっている。例えばプラスチック製品は、製造
段階で様々な化学物質が使われるだけでなく、
分解によってマイクロプラスチック・ナノプラ
スチックを生成。海水中の化学物質を吸収し、
長距離を移動することで汚染を悪化させている。

規制当局は、（少なくとも理論的には）原料
の採掘・抽出から廃棄までのライフサイクル
全体を監視すべき存在だ。厳格な規制の施行・
徹底、他地域・国との連携、事業移転などを
通じた企業による “規制逃れ” の防止といった
取り組みは、汚染対策を進める上で極めて
重要な意味を持つ。欧州委員会［European 
Commission］の調査によると、規制の施行
は人体・環境にもたらす影響の軽減や、水質レ
ベルの改善など様々な効果をもたらしている
という。
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規制を効果的に活用すれば、生産者による
共通基準の遵守、あるいは廃棄処分や海洋環境
への影響を視野に入れた製品設計を促すことも
可能だろう。

“何もしない” ことのリスク

海洋環境の化学物質汚染は、ほとんどが人為
的なものであり、過去 100 年に発生したもの
だ。そして化学物質の生産・イノベーションは、
今後数年から数十年にかけて加速する見込み
で、規制環境が発展途上にある国々がその中心
となる可能性が高い。対策が講じられなければ、
海洋化学汚染は更に大幅に悪化する可能性が
高い。

現在そして将来的な汚染の範囲・規模・影響と、
それに伴う損失の評価は、科学者・環境活動家
にとって喫緊の課題だ。脅威の実態が明らかに
なれば、対策の実効性も高まるだろう。“何も
しない” という選択肢も存在するが、現実的に
は何らかの対策が講じられる可能性の方が高い。
過去数年で、問題に対する危機感がさらに深
まっているからだ。例えば国連環境計画［UNEP］
は、化学物質・プラスチック・廃棄物による汚
染を、気候変動・生物の多様性損失と相関関係
にある三大人為的危機の一つに認定した。ま
た国際連合［国連］は、汚染問題を海洋環境
の持続可能性が「深刻な脅威に晒される」重
大な背景と考えており、『持続可能な開発目標』

［SDGs］達成の鍵を握る要因と位置づけてい
る。科学誌 New Scientist も 2021 年中旬に発
表された記事に、“化学物質汚染が地球の三大危

機である理由” という見出しを掲げ、危機感を
あらわにした 5。一方、Stockholm Resilience 
Centre は過去十年間、この問題を地球上で人
間が安全に生存できる限界 “プラネタリー・バ
ウンダリー”［planetary boundary］の一つと
見なしている。

だが危機意識を高める言葉も、具体的行動に
つながらなければ意味がない。汚染の実態には
依然として不明な点も多く、さらなる研究の推
進と資金確保が欠かせないだろう。ただし問題
の全容解明をただ待つ時間は残されていない。
数万種に上る化学物質の検証には数十年という
時間が必要だが、その間にも着実に悪化する汚染
を傍観している余裕はないからだ。世界で近年
広まりつつある “予防原則 *”［precautionary 
principle］という考え方に基づき、一刻も早く
対策を講じることが求められている。

対策を進める上で特に大きな責任を負うのは、
化学セクターやその顧客となる企業だ。気候
変動と同様、汚染の影響を前提とした企業活動
は取り組みの第一歩となるだろう。

世界が何もしなければ、海洋化学汚染のさら
なる悪化は避けられない。化学製品の生産
拡大が大きな要因であるのは確かだが、規制
と そ の 実 行 体 制 や 製 品 設 計 の 問 題、 家 庭・
工業排水処理体制・廃棄物管理体制の不備など、
対応すべき課題はその他にも数多くある。

今回取材を行った専門家が特に大きな課題と
考えているのは、“海は廃棄物・有害物質を無尽
蔵に吸収・分解できる” という人々の固定観念だ。
そして同報告書が明らかにするとおり、これは
全くの誤解なのだ。

“厳格な規制の施行・徹底、他地域・国との連携、事業移転
などを通じた企業による “規制逃れ” の防止といった取り
組みは、汚染対策を進める上で極めて重要な意味を持つ ”

*  予防原則：重大かつ不可逆的な影響を及ぼす仮説上の恐れがある場合、科学的因果関係が十分証明されなくても規制措置を可能
にするという考え方
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世界的問題と実態解明の必要性
海洋における化学物質汚染は、国境や生産地
からの距離に関わらず、あらゆる地域と人々に
影響を及ぼす問題だ。それを証拠に太平洋島嶼
部やフェロー諸島、北極圏の住民 –– 特に海産
物を食料源とする貧困国の女性・子供 –– から
も、有害物質が検出されている。つまりこれは、
世界全体の脅威として捉えるべき問題だ。

しかしその経済的コストは一部の高所得国を
対象とした検証であり、海洋環境に生活や命が
かかっている数十億の人々への影響はほとんど
分かっていない。海洋生態系や人体、地域経済
に最も有害な化学物質に焦点を当てた調査・
資金支援が、喫緊の課題となっているのはその
ためだ。

また個々の化学物質だけでなく、複数の化学
物質による相互作用が海洋環境にもたらす影響
についても、さらなる調査が求められる。分析
の際には、気温・酸性度・塩分濃度といった
変動要因を考慮に入れる必要があるだろう。

既存の研究は先進国を対象とすることが多い
ため、少なからずバイアスが見られる。同報告
書ではこうした現状を念頭に置き、新興国を
対象とした研究も可能な限り活用した。研究
活動の偏りは、今後解消すべき大きな課題の
一つと言えるだろう。

既存の研究にまつわるもう一つの課題は、
より幅広いコミュニティとの知見共有だ。国連
環境計画が指摘するように、研究者と政策立案
者間のコミュニケーションについても改善を図
る必要がある。何もしないことのデメリット
と、対策を講じることのメリットを明確化する
ことが変化を促す有効な手段となるだろう。同

報告書で取り上げた米国メキシコ湾沿岸部の化
学物質汚染では、低酸素海域［デッドゾーン］
の拡大に伴う漁業への推定被害額が年間約８億
3800 万ドル（約 960 億円）に上っている。一方、
適切な対策を講じた場合は、生物多様性の回復
につながるだけでなく、漁業収入が１億 1700
万ドル（約 134 億円）以上増加する見込みだ。

企業
主要汚染源となっている化学セクターは、問題
克服に大きな責任を担うだけでなく、取り組み
の成功を左右する存在だ。仮に対応を怠れば、
業界そのものが存亡の危機に立たされるだろ
う。その理由の一つは、化石原料に大きく依存
する同セクターが、脱炭素化を求める政府・
金融機関のさらなる圧力に直面することだ。
もう一つの理由は、化学物質汚染が環境・人体
に及ぼす影響の解明が進み、気候変動の問題で
も重要な役割を果たした消費者・投資家の声が
高まることだ。

現状維持に甘んじる企業は、グリーンケミス
トリー分野で見られる革新的企業の台頭によっ
て、特に大きな圧力にさらされる可能性が高い。
革新的企業は、業界の持続可能な変革にも重要
な役割を果たすだろう。化学物質使用の適正化、
規制の厳格化を求める消費者・市民の声の
高まりを背景とした顧客企業の取り組み加速も、
こうした流れを後押しするはずだ。

プラスチック汚染対策と同様、化学セクター
では循環利用の推進に向けた機運が高まって
いるが、意外にも企業の対応は限定的で、業界
レベルの連携はほとんど見られない。改革を
加速させるためには、文化・構造レベルで企業
のあり方を変える必要がある。



© Economist Impact 2022

7海洋化学汚染と企業が果たすべき役割：『海に忍び寄る新たな危機』第６章

おわりに

海洋環境の化学物質汚染は可視化が難しい
問題だ。しかし現在、この課題は徐々に解消
されつつある。問題の規模・深刻度、そして
事態のさらなる悪化が海洋環境にもたらす
リスクについては、科学的エビデンスの蓄積が
進んでいる。気候・天候の調整や、酸素の生成、
炭素の吸収、数十億の人口に対する食料源の
供給など、海洋環境が果たす重要な役割を考え
れば、現状容認という選択肢は存在しない。

あらゆるステークホルダーの関与を実現し、
具 体 的 行 動 に つ な げ る た め に は、 複 雑 な
課題への対応を迫られる。問題克服は決して不
可能でない。同報告書（そして『Back to Blue』
イニシアティブ）を通じ、問題の背景や実態、
現時点で明らかな影響、克服に向けたソリュー
ションなど、この地球規模の課題に対する
認知度が向上し、様々なステークホルダー
の取り組みが推進されることを願っている。 
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海洋化学汚染の克服と企業が果たすべき役割
主要な論点

	○ 化学セクターのバリューチェーンは、	問題
克服に向けた取り組みを大きく左右する
化石燃料由来の原料を使う汎用化学製品
メーカーや特殊化学製品メーカー、製薬
企業、農薬メーカーなどの化学セクターは、
海洋化学汚染の克服に最も大きな影響力を
持つ業界だ。しかし多くの企業は、長大か
つ複雑なサプライチェーンに組み込まれ、
大規模インフラによる規模の経済を通じて
低い利益率を補っており、業界単位の連携
はほとんど見られない。化学セクターは
今後、複雑かつ困難で、痛みの伴う変革を
迫られるだろう。

	○ 現状を容認し、変化を怠れば、業界全体が
存亡の危機に直面する恐れがある
原料や大量のエネルギーを消費する製造プ
ロセスなど、化学セクターは様々な面で
化石燃料に依存している。気候変動対策を
怠れば、規制当局・金融機関による圧力
の高まりによって存亡の危機に直面する
だろう。同セクターは、痛みを伴う改革

の推進と、気候変動・海洋汚染の克服に
向けたさらなる努力を求められている。

	○ 既存の取り組みには断片的なものが多い。
真の変革を実現するためには、文化・体制
レベルの改革が不可欠だ
化学セクターにおける企業・業界単位の
汚染対策は、依然として大きな成果につな
がっていない。しかし持続可能性の問題
へ真剣に取り組む企業も現れていること
は前向きな材料だ。例えばヨーロッパの
大手化学企業は、比較的厳格な EU 規制を
背景に対策を加速。その他地域でも、化学
物質の影響に関する情報公開を求め、消費
者・金融機関が圧力を高めている。株主は
ビジネスモデルのシフトが実現しない場合
の長期的リスクを認識し、グリーン・トラ
ンジションに伴う短期的コストを許容すべ
きだ。また小規模企業、今後中心的な生産
拠点となるアジア・中東の企業にも、変革
を求めるべきだろう。
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	○ 循環型経済の実現に向けた取り組みは加速
している。特にプラスチックごみ対策は、
変革の推進力となる可能性が高い
プラスチック汚染対策に乗り出す企業は
増加しており、変革の実現に向けた道筋は
整いつつある。増産・リサイクルの同時
進行というアプローチを唱える企業・業界
団体は、依然として少なくない。しかし
製品設計の抜本的見直しや売上減少の可能
性を伴う、真の意味での循環型経済を支持
する企業も現れている。過去約５年を通じ
て化学セクターで見られるこうした流れを
見れば、海洋環境における液体物質汚染
対策を業界主導で進めることも可能だろう。

	○ 持続可能性な変革の鍵を握るのは、グリー
ンケミストリーを通じたイノベーションの
推進だ
変革の実現に向けた重要な鍵となるのは、
現代化学産業が誇る最大の武器 “科学イノ
ベーション力” だ。特にグリーンケミスト
リーは、低環境負荷・高機能な化学製品の
開発に重要な役割を果たす。その推進に不
可欠なテクノロジーはすでに存在し、グ
リーンケミストリー分野のスタートアップ
も活発な活動を進めている。ただし、こう
した取り組みが、変革のスピード・コス
ト・複雑さという普遍的課題に直面して
いるのも事実だ。グリーンケミストリー
関連の特許出願件数が全体に占める割合
は、依然として２％を下回っている。しかし、

既存化学メーカーが同分野のスタートアッ
プ買収を進めれば、サステナブル製品の
開発・市場化を低コストで実現できる可能
性がある。

	○ 変革はバリューチェーン全体で進める必要
がある
変革を求められているのは、化学セクター
だ け で は な い。 バ リ ュ ー チ ェ ー ン 川 下
の企業の多くは、コスト増加につながる
製造・使用法の変更に消極的だ。化学メー
カーとユーザー企業には、こうした現状
打破と連携を通じたイノベーションの推進
が求められている。取り組み実現の鍵を
握るのは、拡大生産者責任の確立だ。化学
セクターは、製品の安全性・持続可能性
評価においてリスクベースのアプローチへ
重きを置き、製品ライフサイクルを通じた
汚染物質 “漏出” の可能性を軽視している。
また規制当局は化学製品の製造・廃棄に
まつわる側面を十分考慮に入れておらず、
消費者にも製品の環境汚染リスクに対する
意識不足が目立つ。化学製品の安全性証明
義務を（製造企業ではなく）政府・市民
社会が負っている現状も課題だ。

	○ 海洋化学汚染の克服に向け、化学セクター
には下記六つの方策が求められる：

1.  イノベーションの推進：持続可能性の
高い製品・製造プロセスの開発、リスク
ベースのアプローチから、危険回避のア
プローチへシフトする

2. 変革に向けた経済的インセンティブの
提供：民間セクターの関与を促すために
は、汚染対策を経済的メリットにつなげ
る仕組み作りが必要だ

“  変革の実現に向けた重要な鍵となるのは、現代化学
産業が誇る最大の武器 “科学イノベーション力” だ。
特にグリーンケミストリーは、低環境負荷・高機能
な化学製品の開発に重要な役割を果たす ”
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3.  有志連合の形成：化学企業や金融機関・
政府・市民社会などのステークホルダー
で構成される有志連合を設立し、“先行
優位性” を確立する

4.  透明性向上とサプライチェーンの包括
的連携：製品に含まれる汚染・有害物質
の情報公開推進に向け、ユーザー企業の
さらなる働きかけが求められる

5.  ユーザー企業による化学汚染対策の改善：
農業・養殖・廃棄物などのセクターでは、
責任ある化学物質の使用・管理に向けた
ベストプラクティスが広まりつつある

6.  拡大生産者責任の導入に向けた対話
の推進：効果的な汚染対策のためには、
化学メーカーが販売後の製品に負う責任
を拡大する必要がある

“  様々な課題を克服し変革を実現する上で最も重要と
なるのは、システム全体を対象とした包括的取り
組みだ。化学セクターが求められる規模・スピードで
自発的に改革を進めることは考えにくい。現状打破の
ためには、インセンティブとなるサステナブル製品の
需要・供給拡大や、消費者・小売企業（中小事業者も
含む）の危機意識が不可欠だろう ”
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海洋化学汚染を克服するための最も有効な手段
は民間セクターによる取り組みだ。収益拡大・
汚染削減の両立を可能にするグリーンケミスト
リーは、将来的な化学セクターのあるべき姿を
示唆している。また消費者による環境意識の広
まりを背景に、大手消費財メーカー（靴・家具
など）は、透明性向上・情報開示を求める姿勢
を強めている。陸上・海洋環境における化学製
品（例えば農薬）の使用法を変える上で、革新
的なテクノロジー・取り組みは特に重要な役割
を果たすだろう。

前向きな変化も見られる一方、変革を進める
企業はごくわずかで、旧態依然としたビジネ
スモデルが化学セクターの大勢を占めている。
産業・農業分野で化学製品の使用法を見直せ
ば、海洋環境へ流出する化学物質を削減できる
が、それだけでは対策として不十分だ。プラス
チック製品（建材・シャンプー容器など）の
抜本的な設計見直しなども進める必要がある。
製造体制・プロセスやサプライチェーンの抜本
的改革には大規模投資が不可欠だが、短期間で
確実な経済的リターンを期待するのは難しい。

様々な課題を克服し変革を実現する上で最も
重要となるのは、システム全体を対象とした
包括的取り組みだ。化学セクターが求められる
規模・スピードで自発的に改革を進めること
は考えにくい。現状打破のためには、サステナ
ブル製品の需要・供給の拡大、消費者・小売
企業（中小事業者も含む）の危機意識が不可欠
だろう。また、化学セクターが改革を怠った
場合に生じるリスクを株主が意識することも
重要だ。

エネルギー・化学セクターを専門とするコン
サルティング企業 Wood Mackenzie の中間体・
アプリケーション部門統括責任者 Guy Bailey
氏によると、「化学セクターは現在重要な岐路
に差しかかっている」という。「廃棄物フット
プリントや化学製品の製造・消費に伴う温室
効果ガスの大幅な削減を迫られている」からだ。

デジタル化やネットゼロへの移行といった
経済のメガトレンドは、先進的企業に大きな
市場機会をもたらしている 6。しかし「既存
ビジネスがもたらす大きな環境負荷によって、
同セクターの先行き不透明感はむしろ高まって

イノベーション・ビジネス変革：
企業の取り組みと海洋化学汚染対策



© Economist Impact 2022

12海洋化学汚染と企業が果たすべき役割：『海に忍び寄る新たな危機』第６章

いる」と同氏は指摘する。「廃棄物管理の不備
に伴うカーボンフットプリントの増加や大気
汚染、水資源の消費といった課題への対応を怠
れば、規制当局の介入や、投資の減速、消費者
の反対運動といった様々な問題に直面する可能
性が高い」という。

6.2	現行体制の課題：高まる声と実践の必要性

企業との連携を通じて有害化学物質の削減に取
り組む NGO ChemSec［国際化学物質事務局］
のエグゼクティブ・ディレクター Anne-Sofie 
Bäckar 氏によると、海洋汚染の問題に対する

「企業の関心は依然として低い。」化学メーカー
は先進国における排水管理規制を遵守している
が、「化学物質が海洋環境にもたらす影響には
必ずしも目を向けていない」という。

消費者意識の変化や規制の厳格化、投資家の
関心の高まりを受け、一部の企業は環境フッ
トプリントの削減に向けた包括的な取り組み
を検討している。しかし先進企業でも、海洋
化学汚染対策の優先度は決して高くない（一部
の企業はプラスチック汚染対策を打ち出して
いる）。

ChemSec は、世界の大手化学メーカー 50
社を対象とし、懸念化学物質の使用状況やグ
リーンケミストリーへの投資などを評価する
ラ ン キ ン グ『ChemScore』 を 作 成 し て い
る。2021 年末に発表された最新の結果による
と、最も優れたパフォーマンスを示したタイの
化学メーカー Indorama Ventures でもスコア
は “B” グレードにとどまっており、オランダ
の DSM と 米 国 の Air Products は “B-”。 そ
の他の企業は “C+” もしくは “D” に低迷して

いるのが実状だ（詳細については次ページの表
を参照）。

Bäckar 氏によると、こうした結果を深刻に受
け止め、スコア改善に取り組む企業も見られる
が、むしろ例外的存在だ。対象となった 50 社
の 76％はサステナブル製品を前向きに評価して
いるものの、既存製品の廃止に向けた戦略を公
に打ち出す企業はわずか８％にとどまっている 7。

資産運用機関 Aviva Investors は、環境・社会・
ガバナンス面のリスク・エクスポージャー改善
に向けて ChemScore を活用しているが、同社
のシニア ESG アナリスト Eugenie Mathieu 氏
によると、「対象企業の多くは情報公開に驚く
ほど消極的」だという。

「ステークホルダー（主要 NGO を含む）との
連携・対話という面で、化学セクターは他のセ
クター（食品業界など）から大きく後れを取っ
ている。サステナビリティの推進という意味で
も、業界の姿勢はかなり後ろ向きだ。かつての
タバコ産業のように、問題の存在すら否定する
企業も少なくない」という。

化学メーカーと市場機会の拡大	
ただしサステナブル経営が主流となりつつあ
る今、新たなビジネスモデルを掲げ、低環境
負荷製品への移行を進める企業も現れている。
REACH 規制による変革が浸透しつつあるヨー
ロッパでは、特にその傾向が顕著だ。いくつか
の化学メーカーでは、環境配慮型製品・ソリュー
ションが収益に占める割合も増加しつつある。

例えばドイツの総合化学メーカー BASF は、
消費者による各製品の持続可能性評価を可能に
するため、『サステナブル・ソリューション・
ステアリング』の手法を記載した手引書を発行。
環境負荷の軽減につながる 1 万 6000 種以上の
アクセラレーター・ソリューションを公開して

“  サステナブル経営が主流となりつつある今、新たな
ビジネスモデルを掲げ、低環境負荷製品への移行を
進める企業も現れている ”
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世界大手化学メーカー 50 社の ChemScore ランキング 10

資料：ChemSec (2021)

企業名 国 スコア グレード 企業名 国 企業 グレード 

Indorama タイ 28.8 B Ecolab 米国 12.3 D+

DSM オランダ 27.9 B- Lanxess AG ドイツ 12.0 D+

Air Products 米国 24.8 B- 旭化成 日本 11.6 D+

Avery Dennison 米国 22.6 C+ Lotte Chemical 韓国 11.4 D+ 

Johnson Matthey 英国 20.2 C Mosaic  米国 11.4 D+

東レ 日本 18.2 C Sasol 南アフリカ 11.2 D+ 

Air Liquide フランス 18.0 C PPG Industries  米国 11.0 D+ 

Linde ドイツ 17.5 C Eastman Chemical 米国 11.0 D+

三菱 日本 17.4 C 信越化学 日本 11.0 D+

Lyondell Basell オランダ 17.2 C Bayer ドイツ 10.6 D+

Akzo Nobel オランダ 16.6 C Dow 米国 10.5 D+

Sherwin-Williams 米国 16.6 C Corteva 米国 10.4 D+

Yara Intl. ノルウェー 16.1 C- Dupont Nemours 米国 10.4 D+

Covestro ドイツ 16.0 C- 昭和電工 日本 10.1 D+

三井化学 日本 15.9 C- 東ソー 日本 9.7 D+

住友化学 日本 15.7 C- Umicore ベルギー 9.2 D+

Nan Ya Plastics 台湾 15.1 C- 3M 米国 9.2 D+

BASF ドイツ 15.0 C- Arkema フランス 9.0 D+

Nutrien カナダ 14.6 C- Solvay ベルギー 8.0 D

Evonik Industries ドイツ 14.0 C- DIC 日本 8.0 D

日東電工 日本 13.8 C- PTT Global Chem タイ 7.1 D

SABIC サウジアラビア 13.2 C- Hanwha Solutions 韓国 5.1 D

Westlake Chem 米国 12.7 D+ Wanhua Chem 中国 4.5 D-

Braskem ブラジル 12.5 D+ Formosa Chem 台湾 3.6 D-

LG Chem 韓国 12.4 D+ Sinopec Shang-A 中国 3.6 D-

いる。同社のアクセラレーター製品の売上は、
2020 年時点で 167 億ユーロ（約 2 兆 2500
億円）に達しており 、2025 年までに収益全体
の約３分の１に当たる 220 億ユーロ（約 3 兆円）
へ拡大させる予定だ 8。

一方、住友化学は、気候変動・環境負荷の
軽減と天然資源の効率的活用につながる製品・
技術の特定を目的とする取り組み『スミカ・サ
ステナブル・ソリューション［SSS］』を発足。
2021 年時点で収益全体の 20％にあたる 57 の
製品・技術を認定している 9。
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スイスの特殊化学製品メーカー Clariant の
サステナビリティ部門 統括責任者 Richard 
Haldimann 氏 に よ る と、 同 社 で は 2020 年
時点で “サステナビリティ主導製品” が売上の
約８％を占めている。必ずしも大きな割合では
ないが、「売上はポートフォリオ全体の平均値を
1.5 倍上回るペースで伸びている」という。

また先進企業は、自社製品が健康・持続可能
性に及ぼす影響への関心を高めつつある。例え
ばオランダの DSM は 2020 年、ポートフォリ
オ全体を対象に高懸念物質 *［substances of 
very high concern ＝ SVHC］を含む製品の特
定に着手。高懸念物質を 0.1％以上含む全ての
製品を対象に、リスク削減・代替物質の検討を
含む行動計画を打ち出している 11。また Dow 
Chemical をはじめとするその他化学メーカー
も、同様の取り組みを進めている。

現在 Clariant は持続可能性に関する 36 の指
標に基づいて製品評価を行っているが、「過去

10 年間の取り組みは決して平坦な道のりではな
かった」と Haldimann 氏は語る。「歩みは決し
て速くないが、様々な課題を一つずつクリアし
てきた。今では、持続可能性の面で一定のメリッ
トが得られるかどうかをイノベーション・プロ
ジェクト検討の基準とする部門もある」という。

セクター主導の取り組み

化学セクターには、移行を検討する企業の参考事
例となる業界単位のイニシアティブ・枠組みが見
られる。参加企業にガバナンス・サステナビリ
ティ原則の遵守を求める、International Council 
of Chemical Associations［国際化学工業協会協
議会＝ ICCA］のイニシアティブ『Responsible 
Care』［レスポンシブル・ケア］はその一例
だ（詳細については次ページの囲み記事を参照）。
ICCA によると、同プログラムには世界の大手化
学メーカーの 96％にあたる 580 名の CEO が名
を連ねている 12 が、（その他プログラムと同様に）
参加は現在のところ義務化されていない。

レスポンシブル・ケア憲章
レスポンシブル・ケアの参加企業には、以下６原則の遵守が求められる：

 ○ 世界的なレスポンシブル・ケアの取り組みを通じ、化学製品の安全管理を積極的に支える企業のリーダーシッ
プ文化を確立する

 ○ 自社の環境・健康・安全性のパフォーマンスや、施設・プロセス・技術に関わるセキュリティの継続的改善を進め、
人々の安全と環境を守る

 ○ 化学製品の管理体制を世界規模で強化する

 ○ 化学製品の取扱工程の安全管理を推進するため、ビジネスパートナーに働きかける

 ○ より安全な操業・製品に対するステークホルダーの懸念に応えるとともに、自社のパフォーマンスや製品に
ついて率直なコミュニケーションを行い、ステークホルダーとの関係を強化する

 ○ 社会課題に対して革新的技術やその他の解決法を開発・提供することにより、持続可能な取り組みに貢献する 13

* 高懸念物質： CMR 物質（発がん性、変異原性、生殖毒性を持つ）、PBT 物質（難分解性、生体蓄積性、毒性を持つ）、
vPvB 物質（極めて残留性や生体蓄積性の高い物質）、呼吸器感作性物質、内分泌かく乱性物質や、CMR 物
質の懸念を有する化学物質
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地域レベルで厳格な規定を盛り込んだイニシ
アティブを打ち出す業界団体もある。持続可能
性の向上を目的とした独自のプログラムを進め
る欧州化学工業連盟［Cefic］はその一例だ。同
団体は『サステナビリティ憲章』14 や欧州グリー
ンディールの原則を化学セクターに適用するた
め の『Sustainable Development Indicators』

［持続可能な開発指標 ＝ SDIs］』 などを推進し
ている 15。また、長期的ビジョンの柱として循
環型経済・気候・環境・SDGs など八つの項目
を 掲 げ 16、2021 年 10 月 に は『Sustainable 
by Design』［持続可能に設計された化学物質］
と題された報告書を発表。「安全な化学物質・
原料・製品・技術の提供とその活用を通じた
環境・経済・社会的価値の向上、循環型経済・

気候中立な社会への移行推進、人体・環境への
影響回避」に向けた道筋を欧州の化学セクター
に示している 17。

一 方、31 の 化 学 メ ー カ ー が 参 加 す る グ
ロ ー バ ル・ ネ ッ ト ワ ー ク『Together for 
Sustainability』［サステナビリティのための協
力＝ TfS］は、自らを化学セクターの環境・社会・
ガバナンス分野における “国際基準的な存在” と
位置づけている。国連グローバル・コンパクト
や ICCA のレスポンシブル・ケアで掲げられた
原則も適用する同ネットワークの参加企業には、
サプライヤーを対象とした最低限の評価・監査
を毎年実施することも義務づけられている 18。

化学セクターによる SDGs への貢献

資料：World Business Council on Sustainable Development Chemicals Sector SDG Roadmap (2018)

イノベーションの分野

主要テーマ・ 分野横断的な要因

製品
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健康
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シップ
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主要SDGsに関する貢献の機会
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国連グローバル・コンパクトが 300 以上の
ステークホルダーとの意見交換を元に作成した

『持続可能な海洋原則』［Sustainable Ocean 
Principles］も、SDG 目標 14 の達成に向けた
責任ある企業行動の包括的枠組みを提供している。

Cefic・American Chemistry Council［米国
化学協議会＝ ACC］と同様、World Business 
Council for Sustainable Development［ 持
続可能な開発のための経済人会議＝ WBCSD］
の化学セクター・ワーキンググループ（大手化
学メーカー 11 社が参加）も SDG 実現に向けた
ロードマップを策定している。「化学セクターが
持つ影響力・イノベーション力を、SDG 達成に
向けて活用するための方策を検証・特定・実行」
するのがその狙いだ 19。

こうした取り組みが歓迎すべきものであること
は言うまでもない。しかし海洋環境の汚染ゼロを
実現するためには、SDG 原則をより多くの企業
に浸透させる必要がある。WBCSD の化学セク
ター統括シニア・ディレクター Marcel van den 
Noort 氏によると、「化学メーカーは現行製品ポー
トフォリオの 10 年後のライフサイクル・コスト
を見据えた戦略を考える必要がある。原価上昇や
新たな規制、消費者需要の変化に伴う大幅なコス
ト増加により、化学セクターは今後さらに厳しい
状況に直面する可能性が高い」という。

同氏が環境パフォーマンス改善に向けた最
初のステップとして勧めるのは、『Portfolio 
Sustainability Assessment』［ポートフォリオ
持続可能性評価 ＝ PSA］だ。WBCSD が化学

危機対応に向けたトランジション
Joel Tickner 氏・Ken Geiser 氏・Stephanie Baima 氏は 2021 年末、学術誌『Environment: Science and Policy 
for Sustainable Development』に論文を発表した。“地球の存亡にかかわる” 持続可能性・ビジネスの問題へ対処
するため、化学セクターは信頼性の高い移行戦略を打ち出すべきだというのがその論点だ。

同論文は、「かつて高い質を誇ったイノベーション分野でのリーダーシップを放棄し、現状維持を容認している」と
して同セクターのあり方を批判。資本集約型の化石燃料インフラへの依存度が高く、利益率が低いために研究開発費を
十分確保できない現状に警鐘を鳴らしている。３名の研究者が移行戦略を通じて解消を求めるのは、次のような課題だ：

 ○ 化石資源への依存が、環境負荷と甚大な財務リスクを及ぼしている

 ○ 化石燃料ベースのインフラに対する大規模投資により、真の意味で持続可能なビジネスモデルへの移行が経済的
に難しくなっている

 ○ サプライチェーンの混乱による影響を受けやすい

 ○ 研究開発費の減少がイノベーションの足かせとなっている

 ○ CO2 の排出

 ○ 化学物質が人体・生態系へもたらす影響

迅速かつ抜本的なビジネスモデルの見直しを進めなければ、今後数十年を通じて化学セクターが直面する環境・
財務上の課題への対応が難しくなる、というのが研究者グループの見解だ 20。
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セクター向けに開発した PSA は、「製品ポート
フォリオ全体のサステナビリティ改善に大きな
効果を発揮する」という 21。こうした評価手法
を取り入れる企業も一部で見られるが、業界全
体の取り組みとはなっていないのが現状だ。

「先進企業の多くはこの手法を積極的に導入
しており、意思決定の向上やサステナブル・ソ
リューションの推進、ステークホルダーとの
関係強化に役立てている。ポートフォリオ全
体を分析し、その結果を意思決定に活用しない
企業は、今後市場で不利な立場に追い込まれる
だろう。取り返しのつかない状態に追い込まれ
る前に、取り組みを始めるべきだ。」

「テクノロジーの進歩を背景に、海中に含まれ
る低濃度の汚染物質を検出する能力は 10 年前
と比べて飛躍的に高まっており、今後もさらな
る向上が期待できる。海洋汚染の実態解明はさ
らに進むだろう」と同氏は指摘する。

製品のライフサイクル全体を通じた影響・コ
ストの検証は、化学セクターの環境フットプリ
ントを改善する上で重要な役割を果たす。しか
し究極的には、多くの製品が再設計を余儀なく
されるだろう。

「ライフサイクルの様々な段階で汚染管理に取
り組むことは可能だ。しかし製品の再設計によっ
て有害化学物質を除去しなければ、根本的な問
題解消は望めない」と指摘するのは、マサチュー
セッツ大学ローウェル校 サステナブル・プロダ
クション・センターの Joel Tickner 教授 *。「化
学汚染の焦点は製造時の排出ガスの問題から、製
品そのものの問題へとシフトしつつある」という。

学術誌『Environment: Science and Policy 
for Sustainable Development』 へ 同 氏 が

2021 年に共同発表した論文で指摘するように、
化学セクターは汚染解消に向けた抜本的改革に
依然として及び腰だ（詳細については下の囲み
記事を参照）。取り組みが正しい方向に進んで
いることは事実だが、「既存の化学物質・原料・
製造施設・プロセスを変えることなく、汚染
対策を進めようとしている」という 22。

持続可能性向上に向けた変革
海洋化学汚染の克服に最も重要な鍵を握るのは、
化学セクターそのものの根幹を成す科学力だろう。

「化学製品の設計・製造・使用段階において
有害物質の使用・生成を削減・廃止するための
原則を活用した取り組み」、つまりグリーンケ
ミストリー ** は特に重要であり 23、業界主導の
取り組みが既に行われている。複数ステークホ
ルダーの連携を通じ、「あらゆる業界・サプライ
チェーンと対象としたグリーンケミストリーの
商業化推進」を目的とする Green Chemistry 
& Commerce Council［グリーンケミストリー・
経済評議会 ＝ GC3］はその一例だ 24。

GC3 はサブセクターの代表者で構成される
複数のワーキング・グループを発足すると共に、
グリーンケミストリー分野のスタートアップの
投資・市場拡大に向け、既存サプライヤー・ユー
ザーとのネットワーク構築を支援する Startup 
Network［スタートアップ・ネットワーク］も
運営している 25。Tickner 氏によると、大手化
学メーカーとスタートアップのパートナーシッ
プは、イノベーションの推進に極めて重要な
役割を果たす。また大手化学メーカーによるス
タートアップの買収は、持続可能性の高い新規
化学物質を比較的低コストで市場化する手段と
しても有効だろう（詳細については次のセク
ションを参照）。

* 同氏は、『Green Chemistry & Commerce Council』［グリーンケミストリー経済評議会］のエグゼクティブ・ディレクターも兼任
** サステイナブル・ケミストリーと呼ばれることもある
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化学セクター自体も、こうしたパートナーシッ
プの可能性に関心を高めている。例えば Cefic
は、「気候中立・循環型テクノロジー分野のブ
レークスルーにつながる世界的イノベーショ
ン・ハブとホットスポットの構築」を目的とし
た ネ ッ ト ワ ー ク Future Chemistry Network

［フューチャー・ケミストリー・ネットワーク］
を手がけている 26。

グリーンケミストリー分野ではスタート
アップの台頭が著しく、数億・数十億ドルの
企業価値を持つ企業も現れている 27。下記は
その一例だ： 

	○ P2	Science［米国］：グリーンケミストリー
の生みの親の１人 Paul Anastas 氏が創設。

「特許取得済みのグリーンケミストリー・プ
ロセスを活用し、バイオベースの化学原料
を使った特殊化学製品を世界各国の消費財
メーカー・工業会社へ提供」している 28

	○ DexLeChem［ドイツ］：原油ベースの溶
剤の代わりに水ベースの溶剤を使用した医
薬品を製造 29 

	○ Lygos［米国］：「持続可能な有機酸・特殊
化学製品・バイオモノマー」を工業・消費
財メーカー向けに製造 30

	○ グリーン	アース	インスティテュート
［日本］：バイオ燃料や樹脂・炭素繊維・
飼料添加物などのグリーン化学品を製造 31

 ○  Solugen［米国］：世界で初めて “カー
ボンネガティブ” な分子生産施設を稼働
開始 32

潤沢な資金を持つ既存企業にとっても、イノ
ベーションの推進は決して容易でない。米国の
化学メーカー Eastman が開発した高機能溶剤
オムニア［Omnia］は、そのことを物語っている。
低環境負荷で持続可能な代替物質を使った洗剤
を有望分野と考えた同社は、毒性検査を通じ
て 2400 種類の溶剤に含まれる 70 の候補分子
を特定した。さらに分析を進めた結果、コスト
効率の高さも加味して 20 種類まで候補を絞り
込み、さらなる安全性検査を実施。最終候補と
なった分子は、生分解可能かつ人体・海洋生物
に無害で、既存製品と同レベルの洗浄力を持つ
ことが確認された。

グリーンケミストリー製品の市場拡大

資料：Green Chemistry & Commerce Council33

2019年の市場シェア 市場シェアの拡大（2015～19年）

グリーン・ケミストリー製品          　　既存製品

14.3%

85.7%

61.5%

38.2%
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しかしオムニアの普及は思ったほど進まな
かった。洗剤メーカーの多くは、既存製品
が「安全性を十分に確保している」と考えて
おり、成分変更の必要性を見出さなかったから
だ。オムニアの需要がようやく伸びはじめたの
は、Eastman の化学専門家が米国・カナダの
洗剤メーカー 200 社を訪問し、同製品の認知度

が高まってからのことだった 34。

Tickner 氏によると、「オムニアの普及が進ま
なかったのは、顧客企業が既存製品に不満を感
じておらず、製品再設計のコストを敬遠した
ためだ」という。

液体廃棄物の効果的処理に向けたアプローチ

海洋化学汚染の最も効果的な対策は、有害な液体廃棄物の環境流出を防ぐことだ。そのためには、工業・農業・
都市排水を海へ達する前に回収・処理する必要がある。

フランスの多国籍総合環境企業 Veolia の液体・有害廃棄物処理部門 統括責任者 Frédéric Madelin 氏によると、
低コストかつ大規模に実践可能な液体廃棄物の処理技術は既に確立されているものの、規制環境などによって普
及が阻まれているという。企業による液体汚染物質の排出を禁じる国もあるが、規制措置の徹底は難しく、下水道・
用水路に工業排水が流出することも珍しくない。

Veolia は液体廃棄物の処理に関して三つの原則を掲げているという。一つ目はトレーサビリティ［追跡可能性］
だ。同社は情報技術を駆使し、港湾施設・船会社・海洋石油プラント・工場・自治体などと連携。排水処理の各
段階で発生する有害廃棄物とその検出場所の追跡、廃棄すべき場所の特定を進めている。

二つ目の原則は希釈処理を行わないことだ。多くの国は、有害性が閾値を下回る場合に液体廃棄物の環境放出
を認めている。一部の企業はこの規制を抜け穴として悪用し、未処理の液体廃棄物を希釈し排出しているのが
現状だ。「希釈処理を許せば、実質的には排水を処理せず放出していることになる」と Madelin 氏は指摘する。
希釈処理を伴う排水処理プロジェクトを同社が請け負わないのはそのためだ。

三つ目は排水処理の徹底だ。例えば、同社が中国広東省の恵州で試験的に建設した処理施設は、エネルギー・製造・
化学セクターが排出する汚染廃棄物を効果的に管理するため、焼却・化学処理・安全な埋立処理という３段階の
処理を行っている。同氏によると、液体廃棄物の漏出がなく、海洋汚染のリスクを排除できる点は特に重要だと
いう。

「企業は河川・地下水・海への流出を避けるため、適正な排水処理を行う必要がある」と同氏は強調する。発生源
で回収・処理を行う技術は既に確立されているが、海への流出後に汚染物質を除去する方法は極めて限られている。

「海全体から汚染物質を除去するのは事実上不可能なため、一度流れ出てしまった汚染物質の対策は極めて難しい」
と同氏は警鐘を鳴らす。
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多くの洗剤メーカーは、「既存製品に問題は
なく、規制対象となる成分も含まれていないの
に、なぜ変える必要があるのか？」と考えたの
だ。消費者が代替製品を求める（そして値上げ
を厭わない）、あるいは規制措置によって強制
されない限り、化学セクターで低汚染製品への
移行が進まないことは、この経緯からも明らか
だろう。

Swiss Federal Laboratories for Materials 
Science and Technology［ ス イ ス 連 邦 材
料試験研究所 = EMPA］技術社会研究部の
Zhanyun Wang 氏によると、グリーンケミス
トリーを活用した製品が全体に占める割合は
２％以下で、普及は必ずしも進んでいない 35。
しかしマサチューセッツ大学ローウェル校・
GC3 による 2021 年の共同研究が指摘するよ
うに、その市場シェアは顧客需要と規制強化を
背景として着実に拡大しつつある 36。 

削減・再利用・リサイクル

使用済み化学物質を市場化可能な製品へと再
生し、バリューチェーン内で循環させる化学
物質リサイクルは、有効な汚染対策として注
目が高まりつつある。例えば、UK Research 
and Innovation［UKRI］ の 循 環 型 経 済 学
際 研 究 セ ン タ ー［Centre for the Circular 
Chemical Economy］は、多国籍企業・中小
企業 20 社と連携。エチレン・プロピレンなど
の汎用化学物質を対象として、採算性確保が
可能なリサイクル・再製品化プロセスの研究を
進めている 37。

また企業・投資家は、プラスチック製品リ
サイクルへの関心を急速に高めている。例え
ばサウジアラビアの化学メーカー SABIC は、
“Trucircle” というブランド名で、アイスクリー
ム容器やペットフード包装材など様々なリサイ
クル製品を展開中だ 38。

ただし機械的リサイクルと比べて資源の消費
量が多く、脱炭素化という意味では効果が限ら
れる 39 など、化学的リサイクルという手法に
は欠点もある。メリットは多いものの、実践面
で依然として課題が残るというのが Tickner 氏
の見解だ。「化石燃料が非常に安価で利用でき
る現在、既存製品とコスト面で対抗するのは

（特に大規模生産では）難しい。またリサイクル
の過程で生じる排出ガスの成分がほとんど解明
されていない点も課題だ」という。

サプライチェーンのリスク管理と責任の明確化

製品開発のイノベーションが、有効な汚染対策
となることは間違いない。しかしバリュー
チェーン・製品ライフサイクル全体を通じた
汚染物質の流出防止という意味では、効果が限
られるのも事実だ。

ChemSec の Bäckar 氏によると、化学メー
カーの多くが安全性・持続可能性の評価にリ
スクベースのアプローチを用いている現状も
問題だ。仮に有害物質が含まれていても、濃度
が低い、あるいは人体・環境の暴露量が少
ない場合は、リスクが低いと見なされる 40。
Tickner 氏は、このアプローチが製品のライフ
サイクルを通じて発生する汚染物質の「漏出」
を考慮しない点を特に問題視している。「例え
ば、電気製品に使われる難燃剤そのものの汚染
リスクは低いかもしれない。しかし屋外の埋立
地で焼かれた場合に発生する有害物質は、極め
て深刻なリスクをもたらすだろう。企業はこう
した可能性を十分に考慮していない。」

“  海洋化学汚染の最も効果的な対策は、有害な液体
廃棄物の環境流出を防ぐことだ。そのためには、
工業・農業・都市排水を海へ達する前に回収・
処理する必要がある ”
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使用量削減を通じた汚染対策

世界では現在、化学製品のサプライチェーンを通じて革新的取り組みが数多く行われている。こうした活動が
さらに浸透すれば、海洋化学汚染の解消に大きな役割を果たすだろう。

主要汚染源の一つとなっている養殖産業の取り組みはその一例だ。業界主導で導入が進む “統合養殖” は、様々
な生物種を養殖施設で共生させ、陸上環境で行われるバイオダイナミック農法と同じように “複合的な生態系”
を生み出す手法だ。例えばムール貝や牡蛎の餌には、養魚場から排出される余剰飼料や排泄物を利用。魚の餌と
なる大型藻類を繁殖させ、殺生物剤の散布量も減らしている。また人工の環礁・湿地帯を設けることで、陸上ベー
スの養殖施設で発生する汚水の浄化も可能だ 41。

様々な魚種を同じ環境で養殖する共培養［Co-culture］は、病原体を減らす効果も期待でき、抗生物質やワク
チンの使用減少につながるという。世界有数規模の水産事業を手がける食品大手企業Cargillは、こうしたアプロー
チを活用することで、養殖サーモンの薬餌に含まれる抗生物質を 2015 年以降 80％削減した 42。

第２章で取り上げたように、農業用地から流出する排水は海洋化学汚染の大きな原因となっている。対策とし
て最も容易なのは、肥料の使用量そのものを減らすことだ。しかし肥料の使用量が世界的にも多い中国・ブラ
ジル・メキシコ・コロンビア・タイといった国々がより効率的な手法を取り入れれば、（収穫量を確保しながら）
窒素汚染をより大幅に（約 35％）削減できるだろう 43。

またテクノロジー活用を通じた肥料使用量の削減も有効だ。人工衛星データやリモートセンシング技術を駆使
した精密農業［precision agriculture］を導入すれば、肥料の適正量を農地ごとに特定し、コスト・汚染削減と
収穫量増加の両立も可能になる 44。

また農業関係者も汚染物質の流出抑制に向け、様々なハイテク・ローテクソリューションの活用に取り組んで
いる。例えば、効率の高い灌漑装置を使えば、水の使用量（そして排水量）を削減できる。また農地内に排水
処理施設を整備すれば、発生源での廃棄物管理が可能だ。緩衝地帯となる湿地によって有害物質を吸収するなど、
自然を活用したソリューションも有効だろう 45。

こうした新たな取り組みを普及させるためには、業界単位の連携が重要となる。オーストラリア クイーン
ズランド州でサトウキビ農家と環境 NGO が設立したパートナーシップ Project Catalyst はその一例だ。農業
関係者による土壌改良や化学物質・栄養素の管理計画推進、排水管理体制の強化を支援することで、グレート
バリアリーフ近隣海域の水質向上につなげている 46。
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ウォーター・クレジット：化学物質の削減に向けた政策イノベーション

都市・工業施設・農地から流出する排水は、海洋汚染の大きな要因だ。そして現在、排水の回収・処理・再利用
を通じて汚染物質の流出を抑制し、水質浄化につなげる取り組みが多くの国で行われている。

カーボン・クレジットと同様の仕組みを持つ『排水権取引制度』［Water Quality Trading Scheme］はその一
例だ。この制度は汚染レベルに応じた排水権の売買を可能にし、工業・農業関係者による汚染軽減・排水処理の
取り組みに経済的インセンティブを提供している。例えば米国オハイオ川流域の『水質クレジット制度』［Water 
Quality Credit］では、排水に含まれる窒素・リンの排出権取引を 1 クレジット（窒素 1 ポンドに相当）あたり
12 〜 14 ドルの価格で実施 47。オーストラリア クイーンズランド州も、グレートバリアリーフに流出する汚染
物質の削減に向けて、近隣地域の農家を対象とした『サンゴ礁クレジット制度』［Reef Credit Scheme］を進め
ている 48。

こうした取り組みは、排水処理施設の建設・改良・“グリーン化” 需要につながるため、大きな経済効果を生み
出すことが多い。公的資金・民間資金・慈善基金などを組み合わせて社会的課題に取り組む『ブレンド・ファイ
ナンス』［blended finance］も有効な手法だ。ベリーズ・ガイアナ・ジャマイカの３カ国は、排水処理施設の建
設・管理を行う企業向けに低金利のローンを提供。タイの Kasikorn Bank［カシコン銀行］も、排水・固形廃棄
物処理施設を建設する海岸地域の宿泊施設に、特別金利で融資を行っている 49。

こうした取り組みが抱える課題の一つは、活動範囲が一定地域に限られ、規模拡大が難しいことだ。しかし、
海洋汚染の解消という共通利害を持つ沿岸部企業が連携を図れば、業界の枠組みを超えた大規模プロジェクトも
実現可能だろう。
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サプライチェーンと消費財メーカーの管理ポリシー

スポーツウェア・ブランドの Nikeは、『化学物質プレイブック・禁止物質リスト［Chemistry 
PlayBook and Restricted Substances List］』を作成。「サプライヤーを対象に、Nike が考え
る化学物質の使用方針と、その遵守に向けて期待される取り組みを理解するための重要ツール」
と謳っている 50。

世界的な化粧品専門小売チェーン Sephoraは、プライベート・ブランドとサードパーティ・
ブランドを対象とする化学物質管理ポリシーを公表。また、第三者による監査を通じ、EU 規制
よりも厳格な基準に基づく国際禁止物質リストを独自に作成している。同社はサプライヤーが
優先的に削減・廃止すべき化学物質のリストも公開しており 51、対象物質を含む商品は 2019 〜
21 年にかけて約 30％減少した 52。

家具小売チェーン IKEAは、製品への化学物質使用に関し、厳格なポリシーの遵守をサプライ
ヤーに求めている。また同社は、無作為に選別した生産施設の監査や、第三者による製品テスト
も実施 53。管理ポリシーには、現行法規制よりもはるかに厳格な条項も盛り込まれている。

大手テクノロジー企業 Appleは、三つの環境優先課題の一つとして “より安全な化学品の使用
［smarter chemistry］” を提唱。サプライチェーンで使用される全ての化学物質をデータベース
化し、禁止物質リストを通じた管理を実施している 54。

衣料品メーカー H&Mは、2030 年までの「汚染物質フリーのファッション」実現を目指し、
化学物質管理ロードマップを掲げている 55。

大手消費財メーカー Unileverは、Safety and Environmental Assurance Centre［安全環境
保証センター＝ SEAC］を通じて、自社製品の安全性・持続可能性を評価 56。洗剤に使われる
化石燃料由来の化学物質を 2030 年までに廃止する意向を示している 57。2021 年には、Royal 
Society of Chemistry［英国王立化学会］が主催する業界タスクフォースに参加し、シャンプー・
塗料・接着剤などに使われるポリマーの代替物質の開発・普及に向けた取り組みを推進中だ 58。
しかし同社は、使い捨てプラスチック包装材やマイクロプラスチックの使用を継続しており、批
判を浴びている 59。業界のリーディング企業にとっても、汚染物質の廃止が難題であることはこ
の現状からも伺える。

化粧品の多国籍メーカー Estée	Lauderは 2021 年、Green Chemistry 誌に査読付き［peer-
reviewed］論文を寄稿。グリーンケミストリーや持続可能性に配慮した、同社の原料選択・製品
開発法を詳細にわたり公表している 60。
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ここで重要となるのは、化学メーカーの責任
範囲という問題だ。多くの国では、適正な識別
表示を行い、人体・環境の暴露量が限られて
いる場合に、一部有害化学物質の使用を認め
ている。一般家庭で使われる洗剤はその一例だ。
こうした製品には人体への摂取によって有害な
影響を及ぼす化学物質が含まれている。しかし
警告ラベルを貼ることで、適正使用・廃棄の
責任が（製造企業ではなく）消費者に転嫁され
ているのが実状だ。つまり多くの規制措置は、
化学製品が生産・廃棄段階で及ぼす影響を十分
考慮していないのだ。

消費者は、汚染物質が製品に含まれる可能性
を常に意識しているわけではない（例：日焼け
止めに含まれるオキシベンゾン）。そして化学
物質の有害性に関する証明義務は、製造企業で
はなく政府・市民社会が負っているのが実状
だ。探査船を使った民間海洋研究プロジェクト
REV Ocean の科学研究統括ディレクター Alex 
Rogers 氏によると、海洋化学汚染の解消に取
り組む上で「極めて深刻な問題」だが、化学セ
クターは対応に消極的だという。

消費者の影響力

化粧品・ヘルスケア・日用品・家具・テクノロ
ジー・家庭用品などのセクターも、海洋化学
汚染の解消や化学セクターの持続可能性向上
に極めて重要な役割を担っている。こうしたセ
クターが現在直面する大きな課題は、長大かつ
複雑なサプライチェーンを経た製品に含まれる
化学物質の把握が難しいことだ。成分情報の

公開を促す規制措置はほとんど見られず、消費
者の関心も低い。そのため、完成品メーカーの
多くは「求められない情報は公開しない」と
いう姿勢を保っているのが現状だ。

ただし消費者意識の高まりによって、持続可
能性・製品の安全性向上に向けた取り組みが加
速するセクターもある。

世界自然保護基金［WWF］のプラスチック・
材料科学担当ディレクター Alex Grabowski
氏によると、「消費者に直接製品を販売する

［D2C］企業は、ビジネスのイメージに影響を
及ぼすこうした取り組みに関心を高めている」
という。例えば一部の国際的消費財メーカーは、
化学物質管理の強化に向けた先進的アプローチ
を導入。他業種にとっても参考事例となる取り
組みを進めている。

「ビジネス上の意思決定要因として、持続可
能性の重要性は高まりつつある。付加価値的な
意味にとどまらず、企業の製品選択を大きく
左右している」と指摘するのは、Clariant の
Haldimann 氏。しかし、あらゆる要因を上回る
最優先課題となったわけではない。「持続可能性
を理由に製品機能面の妥協を厭わない消費者は、
依然としてごくわずかだ。」どちらかを犠牲に
するのではなく、「両者を可能な限り両立させる
ようなアプローチが必要だ」という。

また汚染解消に向けた連携の取り組みは、サ
プライヤーにも見られる。繊維・履物セクター
のケミカル・フットプリント削減を目的とし
たマルチステークホルダー・イニシアティブ

『Roadmap to Zero］』はその一例だ。同イニ
シアティブの運営に携わる ZDHC のエグゼク
ティブ・ディレクター Frank Michel 氏による
と、「消費者は企業による汚染対策推進に極めて

“  化粧品・ヘルスケア・日用品・家具・テクノロジー・
家庭用品などのセクターは、海洋化学汚染の解消や
化学セクターの持続可能性向上に極めて重要な役割を
担っている ”
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重要な役割を果たす」という。「消費者はどのブ
ランドが汚染解消に向けた取り組みに参加して
いるかを必ずしも理解していない。このプログ
ラムは、透明性向上を通じた業界の変革をサプ
ライチェーン全体で実現する試みだ」と同氏は
語る。

一方 Clariant は、Unilever やリサイクル業者
向けペットボトル選別機メーカー TOMRA と
パートナーシップを組み、リサイクル分別が
容易な黒色ペットボトルを設計。黒色ペットボ
トルはリサイクル機械による分別が難しいため、
再生ボトルの質低下と色褪せにつながりやすい。
Clariant の Haldimann 氏によると、こうした
課題の解消には、複雑な開発プロセスが必要
だった。同社はまず、機械選別が可能な黒色ペッ
トボトルを設計。その後 Unilever との連携を通
じて、設計担当者・消費者のフィードバックを
蓄積し、TOMRA の協力の下で現行の選別機に
よる稼働試験を行った。

「汚染解消に有効なテクノロジー・ソリュー
ションは、既に数多く存在する。重要なのは（サ
プライチェーンのパートナー企業との）連携を
通じて、効果的な活用法を見出すことだ」と
同氏は指摘する。

ヨ ー ロ ッ パ の 業 界 団 体 International 
Association for Soaps, Detergents and 

Maintenance Products［国際石鹸洗剤洗浄
用具協会 ＝ AISE］の取り組みは、バリュー
チェーンの複数ステークホルダーによる連携を
通じた汚染解消のもう一つの例だ。European 
Committee of Organic Surfactants and 
their Intermediates［ 欧 州 有 機 界 面 活 性 剤
委員会＝ CESIO］とのパートナーシップの下、
同協会は ERASM（環境リスク評価・管理の略
称）と呼ばれる研究プラットフォームを運営。
洗剤に含まれる界面活性剤が人体・環境へもた
らす影響の軽減を目的として研究活動を進めて
いる 61。

また業界全体のカーボン・環境フットプリン
ト削減を掲げ、同協会が導入した『Charter for 
Sustainable Cleaning』［持続可能な清掃憲章］
は、ヨーロッパを拠点とする 170 以上の企業が
採択 62。一方、建築セクターが策定した『Health 
Product Declaration Collaborative』［共同健
康製品宣言］は、建造環境 * で使用される製品
が人体へもたらす影響の継続的報告・情報公開
を参加企業に求めている 63。化学業界のサブ
セクターでは、持続可能性向上に向け様々な取
り組みが行われており、今後も活動の広まりが
期待できる。

6.3	変革の阻害要因：求められる企業文化
改革
コスト・スケール・テクノロジー	

Wood Mackenzie の Guy Bailey 氏によると、
多くの企業は持続可能性の高い製品・事業の
推進に際し、三つの壁に直面する：

市場化のタイムラグ：概念実証から製品の
市場化までには数十年単位の時間がかかる

“  市場競争が激化する化学セクターでは、効率性が
重視される。収益減少の恐れから、サステナブル
製品が敬遠されがちなのはそのためだ ”

* 建造環境：人工的に作られた環境
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こともある。持続可能性の高い代替物質を
生み出す技術があったとしても、市場規模
に見合った大規模な生産体制の構築は容易
でないためだ。

コスト：新技術の導入はコスト上昇を招く
ことが多い。時間の経過と共に低下するが、
買い手や投資家の支持を獲得する上で足か
せとなる可能性がある。

スケーラビリティ：化学製品の市場化には、
一定規模の最終消費者を確保する必要が
ある。例えば、テレフタル酸ポリエチレン

［PET］やポリエチレン［PE］の代替物質
となるバイオプラスチック PLA の製造に
かかるコストは、汎用ポリマーの約２倍だ。
既存物質よりも優れた特性を持つ PLA の価
格差を受け入れる市場はあるが、生産能力
は依然として限られている。例えば Coca-
Cola のような大手企業が PET から PLA
への移行を決めた場合、世界的な生産能力
は需要全体のわずか７％程度だ。市場に
おけるサステナブル素材の汎用化は、時間
をかけて段階的に進める必要がある。

市場競争が激化する化学セクターでは、効率
性が重視される。収益減少の恐れから、サステ
ナブル製品が敬遠されがちなのはそのためだ。
事業効率化が優先課題となっているのは化学
セクターだけではない。しかし国連環境計画の
化学品・廃棄物プログラム調整官 吉田鶴子氏に
よると、同セクターでは低汚染物質の開発より
も（有害物質を含む）既存製品分野への投資に
利益が回される傾向が強いという。

マ サ チ ュ ー セ ッ ツ 大 学 ロ ー ウ ェ ル 校 の
Tickner 氏によると、こうした現状は化学セク
ターにおける変革推進の足かせとなっている。

「中規模化学メーカー数社の最高技術責任者
［CTO］との意見交換を行ったが、彼らの多く
はサステナブル製品へのシフトを望んでいる」
という。しかしここで問題となるのは、開発・
生産体制の整備にかかる莫大な費用・時間だ。

「競合企業が有害性を黙認して安価な既存製品
を売り続け、ユーザー企業が価格差を理由に
代替物質を敬遠すれば、新規化学物質の開発に
取り組む企業が市場シェアを失ってしまう。」

「代替物質の生産を進める企業の中では、方針
を巡る意見の食い違いも生じているようだ。し
かし、市場シェア縮小の可能性がある限り、
既存製品を廃止にできないだろう」と同氏は
指摘する。四半期毎の業績公開を義務付けられ
る営利企業にとって、環境対策が収益にもたら
す短期的影響は（たとえ長期的に利益が生まれ
ても）無視できないのだ。

また新たな製造インフラ構築の必要性も、グ
リーンケミストリー推進の阻害要因となって
いる。「多くの化学企業は、既存の製造工程に組
み入れられなければ、低汚染製品の導入は難し
いと考えている。新規製造インフラの構築には、
莫大な費用がかかるためだ。」

WBCSD の Marcel van den Noort 氏もこの
見方に同意し、「化学セクターは汚染解消に役
立つ技術を既に開発している。その導入を阻む
壁となっているのは、コストの問題だ」と指摘
する。



© Economist Impact 2022

27海洋化学汚染と企業が果たすべき役割：『海に忍び寄る新たな危機』第６章

しかし化学メーカーがコストを理由に変革を
怠れば、別の形で代償を強いられる可能性が
ある。例えば、住友化学は環境対策に毎年約
3 億 7000 万ドル（約 437 億円）を費やして
いる 64 が、低汚染製品への移行を進めばコン
プライアンス・コストの削減につながるはずだ。
Pfizer はグリーンケミストリーを活用し、製造
過程で生成される廃棄物を減らすことでコスト
削減を実現している 65。

脱炭素化の重要性

化学セクターの脱炭素化は、海洋汚染の克服に
も重要な意味を持つ。“カーボンゼロ” に向けた
取り組みを元に、“海洋汚染ゼロ” 実現のコスト
を予測することは難しい。しかし製品再設計や
サプライチェーンの見直し、既存製造工程の再
構築など、求められる方策という意味で両者に
は共通点が多い。莫大な費用を伴う、複雑かつ
長期的な取り組みが必要な点も同じだ。

投資機関を対象として、ポートフォリオ
の環境・社会的影響の軽減に取り組む NGO 
ShareAction によると、CO2 排出量の多さに
も関わらず、ネットゼロ実現に向けた信頼性の
高い移行計画を策定する化学メーカーは限られ

BASF と Scope3 の実現に向けた取り組み

バリューチェーンを通じた温室効果ガスの排出状況  
BASFアニュアル・レポート 2018年版

2018年の温室効果ガス排出状況*	
［単位：CO2換算トン］

22	BASF
製造（発生した蒸気・電気を含む）

16	処分	
エネルギー回収型焼却・
埋め立て (C 12)

52	サプライヤー
調達した製品・サービス・
資本財（C 1, 2, 3a）

4	輸送
製品の輸送、従業員の
通勤・出張（C 4, 6, 7, 9）

42	顧客 
最終製品の使用によ
り発生する排出ガス
（C 11） 

4	その他
(C 3b, 3c, 5, 8, 13, 
15)

資料：World Business Council for Sustainable Development, TCFD Chemical Sector Preparer Forum Guide to 
Climate-related Financial Disclosure (2019). 

 * BASFの対象事業には廃止された石油・ガス事業が含まれる。温室効果ガスは、温室効果ガスプロトコルに基づきScope1・２
・３に分類。Scope３内のカテゴリーは括弧内に表示。

“  ネットゼロ達成の取り組みによって、海洋汚染対策が
なおざりになるという事態を回避するためにも、脱炭
素化・汚染解消を両立させるソリューションの開発は
不可欠だろう ”
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ている。同セクターにとって特に難題となるの
は、バリューチェーン全体を通じた排出削減が
求められるネットゼロ目標 “Scope 3” の実現だ。
多くのセクターは、再生可能エネルギーの導入
拡大を通じて目標の大部分を達成することがで
きる。しかし製造プロセスに大量のエネルギー
を消費し、化石燃料由来の原料を使う化学メー
カーにとって、ネットゼロの実現は決して容易
でない。製造工程の大幅な “グリーン化” を進
めたとしても、製品自体が排出量の約半分を占
める現状は大きな壁となっているのだ 66。

肥料の使用量削減など、化学セクターによる
現在の取り組みが汚染抑制につながることは
確かだ。しかし CO2 発生と汚染の因果関係は
必ずしも単純ではない。「我々は、化学物質が
海洋汚染を招いているという基本的事実に立ち
返る必要がある。脱炭素化を進めるだけでは
汚染は解消できない」と Tickner 氏は指摘する。

大規模投資を通じた脱炭素化の必要性に直面
する化学セクターにとって、海洋汚染対策の
優先度は決して高くない。だがネットゼロ達成
の取り組みによって、海洋汚染対策がなおざり
になるという事態は回避する必要がある。その
ためにも、脱炭素化・汚染解消を両立させるソ
リューションの開発は不可欠だろう。

企業文化変革の必要性

上記の様々な課題を克服するためには、企業
文化の抜本的改革が求められる。しかし、化学
セクターはその推進に必ずしも積極的でない。

今回取材を行った専門家の１人（匿名希望）に
よると、大きな要因となっているのは、化学
企業の多くに見られる「現実と認識のギャップ」
だ。自らをイノベーション・経済的繁栄の牽引
役と考える経営幹部は、化学セクターが深刻な
汚染源となっている現実から目を背け、（別の
専門家が指摘するように）「旧態依然とした価値
観」に囚われている。

こうした傾向が全ての企業にあてはまるわけ
ではない。また汚染に対する危機意識に部門ご
との “温度差” が見られるなど、大規模かつ複
雑な企業組織の中でも様々な価値観が存在する
だろう。だがサステナビリティ部門が潤沢な予
算を持ち、積極的に活動を進める企業でも、新
たな価値観は必ずしも浸透していない。国連環
境計画 金融イニシアティブ［UNEP FI］の統括
責任者 Eric Usher 氏が指摘するように、「抜本
的な組織改革が求められる」のはそのためだ。

オーストリアの Borealis をはじめとする大手
化学メーカーでサステナビリティを担当して
きた独立コンサルタント Craig Halgreen 氏に
よると、近年の化学セクターでは前向きな変化
も見られるという。「変革の必要性を認識する
経営者はたった５年前と比較しても増えている。
次世代のための責任ある企業活動が、取締役会
議で話題に上ることも今では珍しくない。しか
し 10 年前には考えられなかった光景だ。」

だが採算性の問題から、（少なくとも長期的な）
利益が見込める場合のみ低汚染製品への移行を
進める、あるいは化学製品自体を減産・廃止
する企業は依然として多い。今後はさらに困難
な選択を迫られることになるだろう。

“  汚染対策にまつわる様々な商業的課題を克服する
ためには、企業文化の抜本的改革が求められる ”
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生物多様性の支援と企業文化の変革

国連環境計画世界自然保全モニタリングセンター［UNEP-WCMC］と先進企業グループの連携を通じて発足
した『Proteus Partnership』［プロテウス・パートナーシップ］は、生物多様性にもたらす影響・依存度の評価・
管理を支援し、サステナビリティ重視の企業文化醸成を大企業で推進するプログラムだ。

同プロジェクトに参加する BP・ExxonMobil などの大手石油会社、そして BHP・Rio Tinto などの鉱業会社に
は、大規模かつ多角的な事業を世界全体で展開するなど、世界的な大手化学メーカーとの共通点が多い。

UNEP-WCMC の自然経済担当シニア・プログラム・オフィサー Stacey Baggaley 氏によると、企業の関与
促進に向けた課題という意味でも類似点は少なくない。例えば多くの企業では、部門によって取り組み姿勢が
大きく異なるため、トップダウン・ボトムアップ両面のアプローチ活用が求められるという。

Ｃレベル役員などの経営幹部とコミュニケーションを図り、生物多様性がもたらすビジネスリスク・機会に
関する理解を深める。あるいは取り組みの推進役となる従業員を対象に、生物多様性の管理に必要なデータ・ツー
ルの提供とスキル獲得の支援、組織内の水平的連携の推進を図るといった取り組みはその一例だ。

Baggaley 氏によると、生物多様性の保全に不可欠な知見・能力を、（環境部門だけでなく）組織全体に醸成
することは極めて重要だという。

Tickner 氏によると、「化学セクターは長い間、
製品の機能性よりも市場開拓に重きを置いてき
た。」だが今後は、製品開発後に受け入れ先と
なる市場を探すという既存のアプローチを改め、
製品・有害性に関するユーザーのニーズに沿っ
た製品作りを求められることになる。また

「化学メーカという枠組みを超え、サービス・
プロバイダーへの転換を図る企業も現れるだろ
う。」例えば P&G の洗濯洗剤ブランド Tide は、
将来的なビジネス・シフトのモデルとしてラン
ドリー・サービス事業を始めている。また化学
製品のリース事業を手がける企業も増えている。

「化学的ソリューション以外にも、製品再設計の

方法がある」ことは、こうした取り組み例から
も明らかだ。

需要縮小につながる恐れがあるという点は、
循環型経済への移行も同じだ。しかし Halgree
氏によると、多くの企業はその価値を理解し、
再使用・リサイクル推進に向けたプラスチック
製造工程の見直しを進めているという。適正な
経済的・規制的インセンティブが整備されれば、
企業文化・行動の抜本的な変革も可能だろう。

企業文化の変革においては、“ボトムアップ”
の取り組みも重要となる。安全かつ持続可能な
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グリーンケミストリーの推進に不可欠な高等
教育レベルの資格が存在しない現状は、その
意味でも課題だ。「有害性・持続可能性を考慮
に入れて製品設計を行える化学者・技術者の育
成は喫緊の課題だ」と Tickner 氏は指摘する。
グリーンケミストリーやサステナビリティなど
のテーマをカリキュラムの一環として取り上げ
る大学は増えている。しかし、国連環境計画の
報告書『Global Chemicals Outlook』［世界化
学物質アウトルック］は、グリーン・サステイ
ナブル・ケミストリー教育［GSCE］のさらな
る普及の必要性を訴えている 67。

	“ミッシング・ミドル” の重要性

環境配慮型ビジネスモデルへの移行に対する
関心の低さは、化学セクター全体で見られる
傾向だが、小規模・中規模企業の間では特に
顕著だ。環境汚染の問題で、大企業がやり玉に
挙げられることは少なくない。しかしその取り
組み・行動には常に視線が注がれており、厳格
な規制環境の中で事業を展開する企業が多い。
より深刻な汚染源となっているのは、規制の比
較的緩やかな国・地域を拠点とする中小企業
だ。特に汚染対策に必要なリソース・インセン
ティブを持ちながら、十分な取り組みを行って
いない中規模企業［“ミッシング・ミドル”］は、
問題克服の鍵を握る存在だろう。

環境フットプリント削減の取り組みを見ても、
参加企業は市場での差別化を図る（特に欧米諸
国の）多国籍企業や、消費者の批判を恐れる
消費財メーカーなどの “常連” に限られている。
サステナビリティ・リーダーとしての地位確立

を目指す企業にとって、こうした大手企業の後
に続くことで得られるメリットは大きいだろう。
UNEP-WCMC の Baggaley 氏 は、「 す で に
環境が整備された分野で大企業との連携を図れ
ば、様々な取り組みが可能だ」と指摘する。

また大手企業の取り組みは、業界全体の将来
的な姿勢・方向性を決定づける上で重要な意味
を持つ。「化学セクターのバリューチェーンは
極めて複雑だが、その頂点には基礎化学品の製
造・処理、あるいはユーザーとしてその消費に
携わる一握りの大企業が君臨している。こうし
た企業が環境重視の経営を推進すれば、業界全
体がその流れに従わざるを得なくなるだろう」
というのが同氏の見方だ。

だが “ミッシング・ミドル” が新たな価値観
を受け入れなければ、取り組みの成果は限られ
たものになるだろう。また生産拠点の地理的シ
フトは、問題をさらに複雑化させる可能性が
高い。化学セクターの地理的バランスは、持続
可能性向上に向けた取り組みが最も活発なヨー
ロッパ・北米からアジア・中東へとシフトしつ
つあるからだ（詳細については次ページの囲み
記事を参照）。

今回取材を行った専門家は、持続可能性向上
に向けた化学セクターの取り組みとしてヨー
ロッパ企業の事例を多く挙げている。EU の比
較的厳格な REACH 規則を背景に、同地域には

（全体として）先進的取り組みが多く見られる。
この傾向は、上述の ChemScore におけるヨー
ロッパ企業のスコア（15.1）が、米国・カナダ
企業（13.6）やアジア企業（11.6）を上回る
現状からも伺える 68。ただし、より幅広い地域
で取り組みを加速させなければ、海洋汚染ゼロ
の実現は難しいだろう 69。

“  ミッシング・ミドルが新たな価値観を受け入れ
なければ、取り組みの成果は限られたものに
なるだろう ”
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メガトレンド１：地理

近代化学産業の発祥地はヨーロッパ・北米だ。ドイツの BASF や米国の Dow 
Chemicals といった同地域の企業は、20 世紀を通じて市場に大きな影響を及ぼし
てきた。

しかし現在、業界の勢力図は水面下で急速に変化を遂げつつある。21 世紀に入っ
てから成長が最も著しかったのはアジアだ。現在同地域は世界的な売上の半分を占
めており、2030 年までに３分の２へ拡大すると予測されている。

多角的に事業を展開する大手複合企業は、今後も大きな影響力を維持するだろ
う。しかし生産量・売上・利益の大部分を占めるのは、Sinopec・ChemChina・
SABIC といった新興国の企業だ。また現在のトレンドが継続すれば、中国は近い
将来に純輸入国から純輸出国へと転じる可能性が高い 71。

メガトレンド２：持続可能性	

化学セクターの将来的方向性は、化石燃料と密接に関わっている。気候変動対策は、
CO2 排出量が３番目に多い同セクターへ特に大きな影響を及ぼすだろう 72。

同セクターから排出される CO2 の約半分はエネルギー消費、残りの半分は化学
製品自体に由来するものだ 73。この現状を考えれば、大規模投資を伴わないゼロカー
ボンの実現は決して容易でない。しかし他の産業と密接な相関関係を持つ同セク
ターが脱炭素化を推進できれば、汚染問題の克服を大きく後押しするだろう 74。

化学セクターで進む生産拠点の地理的シフトは、気候変動の問題にも大きな影響
を及ぼす可能性が高い。例えば中国の化学セクターは、石油・天然ガスよりも環境
負荷が高い石炭へ大きく依存している。また同セクターの将来的な成長を牽引する
のは、環境規制が比較的緩やかな新興国だ 75。

化学製品の生産は、2050 年までに約 60％増加する見込みだ。しかしこの数字は将来的変化の一端にすぎない。
化石燃料原料ベースの汎用化学製品は業界全体の売り上げの大きな割合を占めるが、市場競争の激化（そして
コロナ渦による混乱）によって利ざやは減少の一途を辿っている。ただし特殊化学製品や医薬品、農薬といった
一部の分野では急速な成長が見られるなど、前向きな材料も少なくない。こうした（利益率の高い）分野では
研究開発投資も拡大しており、化学セクターの今後を大きく左右する可能性が高い 70。

化学セクターの将来を左右するメガトレンド
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メガトレンド３：変動リスク

化石燃料由来原料への依存と中国企業の台頭により、化学セクターはさらなるリス
クに直面する可能性が高い。例えば、中国経済の減速や中国・西側諸国のサプライ
チェーンのデカップリングなどは、業界全体に深刻な影響をもたらすはずだ。化石
燃料ベースの化学製品は利ざやが極めて薄く、市場環境のわずかな変化が収益を大
きく左右するため 76、物価変動リスクも深刻な脅威となりかねない。 

£    €
 $     ¥

メガトレンド４：テクノロジー

化学セクターを取り巻く環境には、前向きな材料も見られる。テクノロジーがもたら
す変革のポテンシャルはその一例だ。技術的観点から見れば、化学セクターの現状
は 1960 年代と大きく変わっていない（例：生産工程）77。

しかしテクノロジーの活用はこうした状況を一変させる可能性がある。汎用化学
製品の収益は低下の一途を辿っているものの、特殊化学製品やバイオテクノロジー・
燃料電池といったニッチ市場向け製品の需要は拡大しつつある 78。こうしたセグ
メントが市場全体に占める割合は比較的小さいが、脱炭素化時代に生き残りを図る

（ひいては成長を実現する）上で極めて重要な役割を果たすだろう。

こうしたシフトを推進する上で鍵となるのがテクノロジーだ。スマート・マニュ
ファクチャリング、AI、IoT、データの蓄積・高度処理、そしてデジタル・ツインや
材料科学分野のブレークスルーなどを活用し、業界の “グリーン化” を推進できれば、
将来的な成長実現に大きく貢献するはずだ。
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6.4	変革への道筋：
システムレベルの抜本的改革

化学セクターが海洋化学汚染対策（あるいはそ
の他の環境・社会的取り組み）に消極的な理由
の一つは、先行者利益が確立されていないこと
だ。革新的取り組みを始める先進企業は、投
資家・社会の奇異の目に晒されるだけでなく、
新たな収益源が確立されるまで膨大な移行コス
トの負担を強いられる。セクター全体として
変革を推進し、それに伴うリスクを軽減するた
めにも、業界団体の設立は極めて重要な意味を
持つだろう。

  先行企業が直面する様々な課題は、他業界
でも連携の推進要因となっており、（対応すべき
問題の一つとして）海洋化学汚染の解消を目指
す取り組みも既に見られる。業界団体は、化学
セクター全体の包括的連携に向けたベースとな
る可能性を秘めているのだ（詳細については、
次ページの囲み記事を参照）。

連携に欠かせないのは、金融機関・政府・
市民社会など他分野のマルチ・ステークホル
ダーの関与だ。今回取材を行った複数の専門
家が指摘するように、分野ごとの価値観・ニー
ズの違いは変革推進を妨げる最大の要因と
なるため、こうしたステークホルダーの存在
は重要な意味を持つ。

国連グローバルコンパクト 海洋ビジネス・
アクション・プラットフォームの統括責任者 
Erik Gierscksky 氏 に よ る と、 化 学・ 農 業・

廃棄物管理など民間セクターにおいても、縦割
りの業界構造は依然として顕著で、横の連携は
十分に行われていない。複数セクターの関与を
通じた連携の取り組みは、こうした課題を克服
する上でも大きな役割を果たすという。

EMPA の Wang 氏 も こ の 見 方 に 同 意 し、
「取り組みの推進には、政策担当者・化学者・
企業関係者など幅広いステークホルダーの対話
が不可欠だ。化学セクターに限らず、金融・
消費財など、様々な業界の関与が求められる」
と指摘する。

国際標準化機構［International Organization 
for Standardization ＝ ISO］ や ASTM 
International などによる、国際規格の確立と
持続可能性向上に向けた自発的活動の枠組み
作りも重要だ。特に消費者の行動変容（例えば
有害化学物質が含まれる製品の不買活動）や、
企業によるベストプラクティスの確立・普及に
大きな役割を果たすだろう。

ただし、こうした組織が顧客（つまり規格
を利用する企業）へサービスを提供する営利
企業であるという点には留意が必要だ。ASTM 
D20.96 分科委員会（自然環境汚染・生物分
解［ 嫌 気 性・ 好 気 性 物 質 ］ 担 当 ） の Linda 
Amaral-Zettler 氏によると、多くの規格団体
は低コストかつ迅速に導入でき、利便性の高い
規格を（制定に時間がかかり厳格な規制よりも）
優先する傾向があるという。規制当局とは異な
り、政策課題よりも業界ニーズを優先するため、
先進的な規格を打ち出すことは難しいのだ。
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しかし現在、世界では様々な種類の規格が
制定されている。「ケミカル・フットプリント
の分析・削減に向け、ベストプラクティスとの
比較を通じた化学物質管理体制の評価を実施
する」アンケート調査『Chemical Footprint 
Project』はその一例だ 85。また米国環境保護
庁が運営する認定プログラム『Safer Choice』
は、消費者が有害化学物質を含まない製品を
特定する手段として活用されている 86。

企業変革に向けたロードマップ
海洋化学汚染の解消に向けた取り組みには、前
向きな材料も見られる。しかし、企業の変革
推進を後押しするためのインセンティブは不
十分だ。特に深刻な影響を及ぼしているのは、
経済的インセンティブの不足だ。有害物質を
含む化学製品は総じて利益率が高いため、収益
を優先する経営者が対策を躊躇することも少
なくない。業績の先行き不透明感が増す中、

取り組みの牽引役としての業界団体のポテンシャル

	○ 『Getting	to	Zero	Coalition』：海運・エネルギー・インフラ・金融セクターの 150 企業が参加する企業連合。
深海探査用 “ゼロエミッション” 船舶の開発・商業化などを通じた、海運セクターの脱炭素化を目的として
掲げている。参加企業には、規制措置に先行したカーボン・ニュートラル船舶導入の「推進役となる」こと
が求められている 79。

	○ 『ReSource	Plastic』：世界自然保護基金［WWF］の主導の下で、多国籍包装材メーカー８社が参加する同
プログラムは、自社製品から発生するプラスチックごみの追跡・情報公開・削減に取り組んでいる 80。

	○ 『Alliance	to	End	Plastic	Waste』：80 社が参加する同プログラムは、プラスチック廃棄物管理の強化に
向け、サプライチェーンの川下を対象としたソリューションの開発・推進に投資を行っている 81。

	○ 『Operation	Clean	Sweep』：化学メーカー・製造業・包装材メーカーが参加し、プラスチック樹脂・ペレッ
トによる汚染の防止を目標に掲げている 82。

	○ 	『Ship	Recycling	Transparency	Initiative』：「国際基準が設けられていない現状に鑑み、市場ベースの
アプローチを通じて船舶リサイクルの環境負荷軽減」を推進。船主によるリサイクル関連情報の公開を支援し、
購入・融資にまつわる荷主・投資家の意思決定に役立てている 83。

	○ 『Ocean	Stewardship	Coalition』：『国連グローバル・コンパクト 持続可能な海洋ビジネス・アクション・
プラットフォーム』から改名されたこの取り組みには、養殖・エネルギー・水産・海運など主要“ブルー”セクター
の企業が参加。責任ある企業行動の枠組みを提供し、収益性・持続可能性を両立するビジネス機会の拡大を
目指している 84。
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低汚染製品への切替えに必要な生産施設の更新
や製造過程の見直しに必要となる（時に膨大な
額の）投資も、こうした傾向を助長している。

投資家・株主は環境・社会・ガバナンス面の
リスクに対する関心を高めている（詳細につい
ては次章を参照）が、投資からリターンを期待
しているという点は変わらない。Global Ocean 
Trust の 創 設 者 Torsten Thiele 氏 に よ る と、

民間セクターに汚染対策への積極的関与を促す
ためには、低汚染製品の普及が経済的メリット
につながる環境を整備する必要があるという。

また化学セクターの自発的取り組みや、新
たなビジネスモデルへの移行を促すために
は、規制改革や市民の圧力、サステナブル製品
の需要拡大、金融セクターによる投資加速が
不可欠だ。「安全性の高いサステナブル製品へ
の移行を真剣に考える化学メーカーもある。し
かし経済的犠牲を払ってまで変革を推し進める
企業はごくわずかだろう。条件は徐々に整い
つつあるが、さらなる環境整備が必要だ」と
Tickner 氏は指摘する。

化学セクター主導の対策推進に向けたロードマップ

	○ イノベーションの推進：持続可能性の高い製品・製造プロセスの開発、リスクベースのアプローチから、
損失回避重視のアプローチへシフトする

	○ 変革に向けた経済的インセンティブの提供：民間セクターの関与を促すためには、汚染対策を経済的メリッ
トにつなげる仕組み作りが必要だ

	○ 有志連合の形成：化学企業や金融機関・政府・市民社会などのステークホルダーで構成される有志連合を
設立し、“先行優位性” を確立する

	○ 透明性の向上とサプライチェーン全体の連携：製品に含まれる汚染・有害物質の情報公開推進のため、ユーザー
企業によるさらなる働きかけが求められる

	○ ユーザー企業による化学汚染対策の改善：農業・養殖・廃棄物などのセクターでは、責任ある化学物質の使用・
管理に向けたベストプラクティスが広まりつつある

	○ 拡大生産者責任の導入に向けた対話の推進：効果的な汚染対策のためには、化学メーカーが販売後の製品に
負う責任を拡大する必要がある

“  化学セクターの自発的取り組みや、新たなビジネス
モデルへの移行を促すためには、規制改革や市民の
圧力、サステナブル製品の需要拡大、金融セクター
による投資加速が不可欠だ ”
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長大かつ多様なバリューチェーンを抱え、
既存製品への依存度も高い化学セクターが、
変革の推進役となる姿を想像するのは難しい。
しかし、（普及・規模拡大が進めば）化学汚染の
克服に大きな役割を果たす取り組みは既に行わ
れている。

化学セクターのあり方そのものを問題の原因
と考える関係者は少なくない。しかし化学製品
が現代生活に欠かせない以上、同セクターの
取り組みへの協力・関与拡大を進める他に選
択肢はない。世界的な製品ニーズと汚染対策を
両立する上で重要な鍵となるのはイノベーショ
ンの推進だ。それを実現できるだけのリソー
スと科学的知見を備えるステークホルダーは、
化学セクターの他に存在しないだろう。

こうした取り組みで重要となるのは、リスク
管理と責任ある企業活動を巡る対話だ。海洋
化学汚染に対し効果的な対策を打ち出すために
は、化学メーカーが販売後の製品に対する幅
広い責任を受け入れる必要がある。拡大生産者

責任の強化を求める消費者の声は徐々に高まり
つつあり、改革の大きな推進力となるだろう。

サプライチェーンを通じた（化学物質に
関する）情報公開はもちろん、近年になって
安全性の高い製品を求める小売企業も現れはじ
めており、今後他の企業・業界に波及してゆく
可能性は高い。またステークホルダーは、製品
そのものだけでなく、その製造工程にも目を
向けるべきだ。農業・養殖・廃棄物管理などの
セクターでは、責任ある化学物質の使用・管理
に向けたベストプラクティスが確立されつつ
ある。

化学セクターやそのサプライチェーンが改革
を自主的に進めることは考えにくい。海洋化学
汚染に特化した業界団体を設立し、ベストプラ
クティスや先行者利益を確立する必要があるの
はそのためだ。脱炭素時代の新たな変革を業界
全体で実現することは、その理念を広めるより
もはるかに難しい。しかし汚染克服のためには、
グリーン・ケミカルによる “革命” が必要だ。

取り組みを成功へ導く上でもう一つの鍵と
なるのは、ビジネスモデルの変革が収益拡大
につながる仕組み作りだ。持続可能性をビジネ
スモデルの軸に据え、そのメリットを享受する
化学メーカーが既に現れていることは前向きな
材料だろう。

“  世界的な製品ニーズと汚染対策を両立する上で重要な
鍵となるのはイノベーションの推進だ。それを実現
できるだけのリソースと科学的知見を備えるステーク
ホルダーは、化学セクターの他に存在しないだろう ”



© Economist Impact 2022

37海洋化学汚染と企業が果たすべき役割：『海に忍び寄る新たな危機』第６章

脚注

Living Ocean, NASA Science  参照: https://science.nasa.gov/earth-science/oceanography/living-ocean/ 
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本報告書に記載された情報の正確を期すために、 あらゆる努力を行って
いますが、エコノミスト・インパクトは第三者が本報告書の情報・見解・
調査結果に依拠することによって生じる損害に関して一切の責任を負わ
ないものとします。
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